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人口に関する調査・分析の概要
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　人口に関する調査・分析・総括は、人口減少社会を迎え、持続可能なまちづ
くりを進めるため、本市における人口や産業、住民意識の現状を分析したもので
ある。
　人口に関する調査・分析の対象期間は、令和7年(2025)年から令和32(2050)
年までとする。

人口構成を示す用語の定義
≪年少人口：0歳から14歳　生産年齢人口：15歳から64歳　高齢者人口：65歳以上≫



１．調査分析
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01 | 人口に関する分析

　本市の人口分布では、高山地域に人口が密集しているが、高山地域内においても密集度にバラつきが生じている。また、高
山地域を中心として見ると、中心から外に拡がるにつれて人口の密集度が下がっている。
　荘川地域、清見地域、高根地域、上宝地域においては、非居住地域が多くある。

（１）人口の分布
①高山市内の人口分布（人口メッシュのみ）

出所：総務省統計局（e-Stat）「令和2年度国勢調査ー世界測地系（500mメッシュ）」より作成
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01 | 人口に関する分析

　本市の総人口は、平成12(2000)年の97,023人をピークに減少に転じており、令和2年(2020)年には84,419人となり、ピーク時
と比較すると20年間で12,604人（13.0％）減少している。
　また、増減率は令和2(2020)年は平成27年(2015)年と比較して、1.5％減少しており、人口減少が加速している。

（２）人口の推移
①総人口の推移

総人口の推移

出所：総務省「国勢調査」
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01 | 人口に関する分析

　本市の年齢3区分別の人口は、昭和55(1980)年以降、年少人口は減少し続けている一方で、高齢者人口は増加し続けて
おり、令和2年(2020)年時点で高齢化率は33.4％となっている。また、一般に「働き手」とされる生産年齢人口は平成2 (1990)
年をピークに、以降減少している。

（２）人口の推移
②年齢３区分別人口の推移

年齢３区分別人口・高齢化率の推移

出典：令和2(2020)年以前　総務省「国勢調査」(総人口は「年齢不詳」を含む／年齢３区分人口は「年齢不詳」を含まない／
　　　　　　　　　　　　高齢化率は「年齢不詳」を除いて算出)
　　　令和7(2025)年以降　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)
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01 | 人口に関する分析

　地域別の人口推移については、高山地区では、市街地中心部においては減少傾向、
市街地郊外部においては増加傾向であるが、平成27(2015)年から令和2(2020)年にか
けては北地区を除き減少傾向にある。支所地域では、すべての地域において減少傾向
であり、高山地域から遠い地域ほど減少率が高い傾向にある。

（２）人口の推移
③地域別人口の推移

地域別人口の推移

出典：総務省「国勢調査」
注1)  『町丁・字等』で集計しているため、まちづくり協議会の範囲とは異なる場合がある。
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01 | 人口に関する分析

　本市の自然動態の状況については、平成16(2004)年に死亡数が出生数を上回り、自然減に転じている。死亡数は平成
23(2011)年から横ばいの傾向にあるものの、出生数が減少傾向にあるため、社会動態の減少幅が拡大している。

（３）自然動態
①出生数と死亡数

出生数と死亡数の推移

出所：岐阜県「人口動態統計調査」
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01 | 人口に関する分析

　本市の出生数は、平成14(2002)年以降、全体的に減少の傾向にある。また、合計特殊出生率は、市町村合併以降、微
増傾向が続いていたが、平成30(2018)年から減少に転じている。なお、令和3(2021)年の全国平均1.30（厚生労働省「人口
動態統計」）を上回っているものの、人口を維持するのに必要とされる人口置換水準2.07(国立社会保障・人口問題研究所)
とは開きがある。

（３）自然動態
②出生数・合計特殊出生率

出生数・合計特殊出生率の推移

出所：岐阜県飛騨保健所「飛騨圏域の公衆衛生」
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01 | 人口に関する分析

　本市の社会動態の状況については、市町村合併以降の平成18年(2006)年以降は一貫して転出超過となっており、年平均
で358 人の転出超過となっている。また、平成24(2012)年以降は、転出数はほぼ横ばいであるが、令和3(2021)年は一時的に
転入数が2,000人を下回り、純移動数(転入数-転出数)が-500人を下回った。

（４）社会動態
①転入と転出

転入数・転出数の推移

出所：岐阜県「人口動態統計調査」
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01 | 人口に関する分析

　本市の年齢階級別の社会移動は、10代後半から20代前半の転出超過が突出している傾向が続いており、要因としては市
外への進学や就職による転出が多いことが考えられる。また、20代後半についても、令和元(2019)年を除いて、平成29(2017)
年から転出超過となっており、生産年齢人口の中でも比較的若い層が転出していることが分かる。

（４）社会動態
②年齢階級別の転入出の動向

年齢階級別転入出の動向

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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02 |人口の将来推計

　国立社会保障・人口問題研究所によると、令和32(2050)年の本市の人口は、令和2(2020)年の84,419人から30,557人減
の53,862人(▲36.2%)となり、高齢化率は45.8％になると推計されている。また、年少人口は10,547人から5,428人減の5,119
人(▲51.5％)、生産年齢人口は45,399人から21,323人減の24,076人(▲47.0％)、高齢者人口は28,093人から3,426人減の
24,667人(▲12.2％)になると推計されている。
　　

（１）人口の推移と将来推計
① 総人口・年齢３区分別人口・高齢化率の推移と推計

総人口・年齢３区分別人口・高齢化率の推移と推計
実績値 推計値

出典　令和2(2020)年以前：総務省「国勢調査」(総人口は「年齢不詳」を含む／年齢３区分人口は「年齢不詳」を含まない／
　　　　　　　　　　　　高齢化率は「年齢不詳」を除いて算出)
　　　令和7(2025)年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)」
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02 |人口の将来推計

　国立社会保障・人口問題研究所によると、本市の令和32(2050)年の年齢３区分別人口割合は、年少人口・生産年齢
人口の減少と高齢者人口の増加がさらに進展し、年少人口は12.6％から9.5％(▲3.1％)、生産年齢人口は54.0%から
44.7%(▲9.3%)、高齢者人口は33.4%から45.8%(＋12.4%)になると推計されている。

（１）人口の推移と将来推計
② 年齢３区分別人口割合の推移と推計

年齢３区分別人口割合の推移と推計

出典：令和2(2020)年以前：総務省「国勢調査」(割合は「年齢不詳」を除いて算出)
　　　令和7(2025)年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)

実績値 推計値
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02 |人口の将来推計

　令和2(2020)年から30年後の令和32(2050)年の地域別人口推計では、人口減少率は地域によって差が大きいものの、高
齢化率は総じて40%以上になると推計される。
　また、支所地域の人口減少率は、総じて高山地域よりも高く、高山地域から離れた地域ほど人口減少率が高い傾向にある。
高山地域においては、市中心部と郊外部で人口減少率に差がみられ、郊外部の人口減少率が低い傾向にある。

（１）人口の推移と将来推計
③ 地域別人口の将来推計

地域別人口の推計

出典：令和2(2020)年以前　総務省「国勢調査」 
　　　令和7(2025)年以降　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)をもとに独自推計

注1) 『町丁・字等』で集計しているため、まちづくり協議会の範囲とは異なる場合がある。
注2) 生残率、純移動率、子ども女性比、0-4歳性比は、一時的な要因により変化が大きくなるため、市全体の数値を各地域に適用して推計している。



※労働力人口：一定の調査期間中に、収入を伴う仕事に多少でも従事した「就業者」と求職中であった「完全失業者」の合計を指す
※労働力率：15歳以上人口に占める労働力人口の割合をいう (労働力状態「不詳」の者を除いて算出)
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02 |人口の将来推計
（２）労働力人口の将来推計

　労働力人口※の将来推計を、国立社会保障・人口問題研究所の推計値を用いて、令和2(2020)年の本市の労働力率※

が維持されると仮定して算出した結果、令和2(2020)年から令和32(2050)年の30年間で、全体で47,361人から15,020減
(▲31.7％)の 32,341人、男女別でみると、男性は24,997人から7,595減(▲30.4％)の 17,402人、女性は22,364人から7,425
減(▲ 33.2％)の 14,939人になると予測させる。

労働力人口の推計

出典：令和2(2020)年　　：総務省「国勢調査」
　　　令和7(2025)年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)

実績値 推計値
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03 | 産業に関する分析

　本市の令和2(2020)年の産業別の就業者数は、第3次産業が30,729人(67.1%)と最も多く、次いで第2次産業の10,266人
(22.4%)となっており、就業者の大半は第3次産業に属している。就業者総数の推移は、平成12(2000)年以降、減少傾向にあ
り、この一因として、少子化や社会動態の影響による生産年齢人口の減少が考えられる。
　また、就業者数の割合の推移をみると、第2次産業の割合が減少し、第3次産業の割合が増加する傾向にある。
　

（１）就業の状況
①産業別就業者数の推移

産業別就業者数の推移

出所：総務省「国勢調査」
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03 | 産業に関する分析

　第1次産業と第2次産業の就業者の内訳をみると、第2次産業の就業者数の減少数・減少率が第1次産業と比較して大き
く、そのなかでも「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」の減少が顕著である。
　また、第3次産業においては、平成12(2000)年と比較すると、「卸売業、小売業」「複合サービス事業」の減少率が大きい一
方で、「情報通信業」「不動産業、物品賃貸業」「医療、福祉」は就業者数が増加しており、全体として減少率が緩やかになっ
ている。

（１）就業の状況
②産業別就業者数の推移

産業別就業者数の推移

出典：総務省「国勢調査」
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03 | 産業に関する分析

　産業別就業者数では、「卸売業、小売業」「医療、福祉」「製造業」「農業、林業」「宿泊業、飲食サービス業」の順で多い。 
平成27(2015)年と比較すると、「製造業(2015年第2位)」と「医療、福祉(2015年第3位)」の順位が入れ替わっており、産業構
造に変化がみられる。

（１）就業の状況
③直近の産業別就業者数の推移

出所：総務省「国勢調査」

産業別就業者数
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03 | 産業に関する分析

　男女別の産業別就業者数では、男性は、「建設業」「製造業」「卸売業、小売業」「農業」「宿泊業、飲食サービス業」の順
で多い。女性は、「医療、福祉」「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」「農業、林業」「製造業」の順で多い。
　また、このうち「建設業」「製造業」で男性の割合が高く、 「医療、福祉」 「宿泊業、飲食サービス業」で女性の割合が高い。

（１）就業の状況
④男女別にみる産業別就業者数

出所：総務省「国勢調査」

男女別にみる産業別就業者数
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03 | 産業に関する分析

　本市の雇用者1人あたりの雇用者報酬は、岐阜県内の市の中では低い状況となっている。平成23(2011)年度からの推移を
みると、平成27(2015)年度までは下降したが、平成28(2016)年度から上昇に転じている。また、岐阜県平均値との差は、平成
29(2017)年度まで拡大していたが、平成30(2018)年度以降はその差は縮小している。

（２）所得の状況

雇用者1人あたりの雇用者報酬の推移

出所：岐阜県「市町村民経済計算」

雇用者1人あたりの雇用者報酬の比較(令和2年(2020年))

出所：岐阜県「市町村民経済計算」


